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【報 告 】

小 規 模 オ フ ィ ス に お け る低 負 担 な

環境パ フォーマンス評価 に関する研究

井 山 慶 信*・ 鄭 桓〓*・ 早 瀬 光 司*

【要 旨】ISO14001の 認証取得は大企業がほとんどであり,多 くの小規模オフィスでは人材の配置や

費用負担などで導入が困難だが,何 らかの環境パ フォーマ ンス評価が必要とされている。1995年 に調

査を行った8社 に継続調査を依頼 し,1997年 に5社 で低負担な環境パ フォーマンス評価を行った。承

諾 した5社 は1995年 の環境負荷削減の取 り組み達成率が高 く,非 承諾の3社 は達成率が低かった。 う

ら紙とシュレッダーとの関係は,シ ュレッダー処理の割合が高いオフィスではうら紙発生率が低かった。

2社 で取 り組み達成率が半減 し,そ の原因はシュレッダーの導入であった。調査の負担および数値の精

度に関して,低 負担で精確に測定できるのは一人が一日に一度測定する程度の項目であった。本研究で

行 った環境パフォーマンス評価は,低 負担で各オフィスの環境への取 り組みを数値として評価すること

ができ,ISO14001を 取得できない小規模オフィスにとって有効であった。

キーワー ド:小 規模オフィス,低 負担,環 境パフォーマンス評価,継 続調査,ISO14001

1.は じ め に

1.1背 景

地球環境問題は,人 間社会の様々な要素が複雑に絡み

合 って発生 している問題であるため,解 決するためには

社会 システムそのものの改善が求められている。その改

善策の一つ として注目されているものが,環 境マネジメ

ントシステム ・環境監査である。

環境マネジメントシステムおよび監査 とは,企 業が環

境に関する経営方針を定め,こ れにしたがって環境に関

する目標および目標を達成するための行動計画を策定 し,

その実施状況や有効性について,計 画的,周 期的,客 観

的に点検を行 う行動のことである1)。ISO(国 際標準化

機構)で は,環 境マネジメントシステムと環境監査に

ついて,既 に1996年9月 にISO14001,14004,10月 に

14010,14011,14012を 国 際規格 として発効 させてい

る2)。

現在発効され多 くの企業で取得されているISO14001

は,シ ステムに対する認証であ り,会 計監査のように

データを数値化 し共通の単位で比較 ・評価を行 うまでに

は現状では至 っていない。ISO14001と は別に,種 々の

環境負荷を比較可能にして,そ れによって総括あるいは

集計を可能とするシステムを構築するためにエコファク

ター3)を算出する研究や,企 業独自による環境報告書の

作成および公開4)が行われている。 このように,取 り組

みの達成度 というような,あ らゆるシステムで比較 ・評

価ができる共通の指標が必要とされている。

ISO14001の 国内の認証取得件数は2000年6月 末現

在で3,992件 。 大企業だけでなくスーパーや自治体,学

校,病 院などの取得 も増えている。 しかし,現 状として

は,従 業員数が数万人,数 千人の一部の大企業や大組織

で認証取得を行 っている場合が多 く,従 業員数が数百人,

数十人の数多くの中小企業や小規模オフィスでは,人 材

の配置や費用負担などが原因で,一 部の積極的な企業以

外は導入できない状態である。地球環境問題解決に向け

ての取 り組みは,一 部の大企業だけでなく,中 小の企業

や一般家庭などのあらゆる組織で取 り組むことによって,

全体として大 きな影響力を持つことになる。そのため,

小 さな組織でも低負担なシステム作 りが必要である。
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1.2研 究の目的

本研究に先立 って,1995年 に広島市内に本 ・支店を

設置 している200社5)の 企業に対 して,環 境負荷実態調

査依頼書を郵送し,最 終的に環境パフォーマンス評価の

調査実施の承諾を得た8社 において,既 に調査を行った。

この調査により,加 工された二次データではない現場の

実データを測定することができた。そのデータを基に環

境収支簿記を作成 し,CO,発 生量や削減量,取 り組み達

成率などについて評価を行った6)。

社会システムの中で,環 境負荷削減における企業の役

割 は大 きく,ISO14001の 認 証を取得 し独 自の環境 パ

フォーマンス評価を行っている企業は増加 してきたが,

それらの企業のほとんどが大企業であり,多 くの小規模

オフィスでは人材の配置や費用負担などで導入が困難で,

その実態 もわかっていない場合が多い。 そのため,ISO

l4001の 代 わりになる何 らかの低負担な環境パフォーマ

ンス評価の手法が必要 とされる。本研究では1995年 に

調査を行った小規模オフィスを調査対象 とし,調 査の負

担および数値の精度の点を考慮し,継 続 して実施するこ

とのできる低負担で有効な環境パフォーマンス評価を確

立することを目的とする。また,前 回の調査との比較を

行い,前 回か らの変化がオフィス内のシステムのどの部

分の影響によるものなのか,ど うすれば改善されるのか

について分析することを目的とする。さらに,ど のよう

なオフィスが再び調査に協力 して くれるのか,調 査依頼

の承諾 ・非承諾についてオフィス間の比較を行 うことを

も目的とする。

2.実 験

2.1環 境パフォーマンス評価における全体的な流れ

対象企業における環境パフォーマンス評価の全体的な

流れは前報6)の図1と 同様である。1995年 の1回 目の環

境パフォーマンス評価に対する報告書 とともに,2回 目

の環境負荷実態調査依頼書を郵送 した。承諾をもらった

図1各 社の取 り組み達成率と継続調査承諾 ・非承諾と

の関係

企業を訪問し,企 業 トップとの話 し合いで2回 目の調査

の時期 ・期間を相談 し,測 定項目・手法を決定した。調

査の実施前に,実 験用のはかりと調査票を用意 し,社 員

には調査の手法を説明 した。測定後,収 集データを環境

収支簿記としてまとめ解析を行い,環 境パフォーマンス

評価を行った。

2.2測 定方法

測定項目は,1995年 の1回 目の環境パ フォーマンス

評価6)と同様,業 務との関わりが強い紙類を中心とした。

具体的には,導 入部では,社 員が直接持 ってくる 「直接

導入資料」,郵 便などで届 いた「配送物」,使 用される

「コピー用紙(上 質紙 ・再生紙)」,系 内では,「 うら紙発

生量」,「うら紙使用量」,「FAXの 受信量 ・送信量」,

送 出部では,直 接持ち出す 「直接送出資料」,郵 便など

に出した 「間接送出資料」,「可燃 ごみ」,「資源ごみ」に

ついて重量を測定し,各 項 目別に調査票に記入した。

測定は,筆 者らと企業の担当者が行った。

調査期間は一週間とした。

3.結 果 と 考 察

3.1対 象企業および承諾企業について

表1に 第1回 目の調査の対象企業であった8社 の業種,

延べ床面積,従 業員数,環 境負荷削減への三つの取り組

み(再 生紙の使用,う ら紙の利用,資 源 ごみの分別)の

達成率,お よび1997年 に行 った継続調査に対する応答

やコメントを示 した。

取 り組み達成率 とは,上 記の三つの取 り組みによって

最大限削減できる環境負荷量に対 して現在削減 している

環境負荷量の割合を示 したものである。

8社 に継続調査の依頼を行 った結果,5社 がYes,3

社 がNoの 返事であった。承諾企業 と非承諾企業の傾向

を調べると,第1回 目の取 り組み達成率と関係があった

ので,そ の関係を図1に 示した。承諾を得た企業5社 の

取 り組 み達成率 は高 く,4社(C・D・E・F社)が

30%以 上,1社(G社)が8%で あった。逆に承諾を

得られなかった3社 の取 り組み達成率 は低く,1社(B

社)が13%,2社(A・H社)が ほぼ0%で あ った。

つまり,取 り組み達成率が高い企業は承諾する傾向があ

ることがわかった。承諾 ・非承諾と取り組み達成率との

間に明確な関係が現れたことは,非 常に興味深いことで

ある。

アンケー トに記入されたコメントに関 しても,非 承諾

の企業では,「 社内の事情」 という理由で断りの返事が

記 されて いたが,承 諾の企業では,「かな り関心 は高
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表1各 社の業種 ・規模 ・取り組み達成率 ・継続調査への返答

まった」「大変参考になった」「ごみの多さを実感 した」

など,わ れわれの調査に対 して好意的な意見が多 く記さ

れていた。継続調査のその後の話 し合いの場でも,わ れ

われの意見を聞き入れるだけでなく,測 定方法や調査表

の不便な点,調 査に対する率直な感想,こ れから企業が

環境に対 してどう取り組んでいけばいいのかなど,現 場

の意見 も多 く聞 くことができ,企 業および社員の意識の

高さを知ることができた。

8社 とも1995年 の段階では,わ れわれの調査を受け

入れたという点か らもわかるように,意 識としての環境

への関心は高いものがあった。 しかし,オ フィス全体と

して環境負荷削減への対策や目標を持つまでには至って

おらず,個 人個人の努力範囲での取 り組みに限 られてい

た。 しかし,前 回調査を行い,取 り組みの度合いを達成

率という形で数値としてはっきり示 し,他 の企業との比

較 も行えるようになったことにより,数 値 としてはっき

りと取 り組みの成果が現れた企業は,調 査による負担以

上に,行 動を起 こすためのパワーに十分なりえることが

わかった。

今後 このような企業が少 しでも増えていくことが望ま

れる。そのためにも,企 業の環境意識を高めるとともに,

本 研究のような小規模なオフィスで も行 える環境パ

フォーマンス評価を実施 していくことが必要である。

3.2環 境収支簿記

企業体は,外 部から物質資源とエネルギー資源を導入

し,内 部で生産活動を行い,外 部へ生産物を送 り出して

いる。それと同時に,生 産活動を通 じて廃棄物 も作 り出

している。表2に,5社 の代表例として,C社 における

1997年5月12日 か ら16日 までの導入 ・系内 ・送出に

関する業務上の紙類についてその実測値から収支計算を

してまとめた 「環境収支簿記7)」を示した。 これは企業

会計に当てはめると損益計算書に相当するものである。

この環境収支簿記は,企 業における物質 とエネルギーの

出入 りを読みとることのできる重要な基礎データとなり,

これによって企業体による物質 ・エネルギーの具体的な

収支実態が明確に把握でき,改 善 ・是正措置の前提とな

る。

3.3調 査の負担および数値の精度について

調査における課題として,調 査の負担と数値の精度が

あげられる。データ測定の精確性を上げるためには,筆

者 らが常駐 し監視 しなが ら測定 するか,実 際 のIS

O14001認 証取得に必要な 「マニュアルを作成 し社員全員

に浸透させ担当者には権限を持たせる」といった企業の

積極的な行動が必要である。 しか し,多 くの企業,特 に

従業員数が少ない小規模オフィスでは,現 実問題として

人材面で も資金面でも行える余裕がない。

本研究においても,5社 とも調査を快 く受け入れてい

ただいたが,業 務の支障にならないことが前提条件のた

め,調 査期間は一週間が限度となり,筆 者 らが常駐する

こともできなかった。そのため,担 当者を決め,筆 者が

測定できない部分(「 ごみ」 を除いた測定項目)を 測定

していただいた。 しか し,「 コピー用紙 の使用量」と

いった一日一度一人が測定すればよい項目は精確に調査

票に記入ざれていたが,「 直接導入資料(社 員一人一人

が持ち込んだ書類)」 といった項目は,当 事者が社員一

人一人であり測定 もその時その時に行わなくてはならな

いので,記 入漏れなどがあり精度には限界があった。さ

らに,そ ういった調査の複雑さは企業にとって負担とな

り,継 続 して行うことへの障害 となっていく。1997年

に筆者 らが行った別の調査8)では余分な測定項目を減 ら

し負担を軽減することにより,協 力企業は193社 中11

社 に増加 した。

このことより調査項目に関しては,担 当者が 「一人で

一 日に一度」測定する程度に押さえる必要があり,経 験

を積んだうえで徐々に項目を増やしていくことが,環 境

負荷削減の取 り組みを広めていくポイントであることが

示された。
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表2環 境収支簿記(C社:1997/5/12～16) (単位:g)

3.4企 業5社 における導入部 ・送出部 ・系内の内訳と

比較

物質収支に関して,表3に 各社の導入 ・送出部の内訳

を示 した。導入部では上質紙 と再生紙の使用量,送 出部

では可燃 ごみと資源ごみの量に注目して考察を行 った。

C社 は1995年 は上質紙 と再生紙の両方を使用 していた

が,1997年 はすべて再生紙に切 り替えており環境負荷

削減への取り組みが進められていた。再生紙への転換は,

社内のシステム作りを必要としない非常に簡単な環境負

荷削減行動である。また,可 燃ごみの割合が少 し増えて

いたが,全 体的に紙の使用量もごみの総量も減少 してお

り,環 境負荷が削減されている傾向であった。紙の使用

量の削減やごみの削減は経営的にも企業にメリットとな

る。D社 は数値 として大きな変化はなかったが,C社 同

様コピー用紙の使用量とごみの総量が減 り,さ らに資源

ごみの割合が高 くなっていた。E社 では上質紙の使用量

が大きく増加 し,さ らにごみの量 も増え可燃ごみの割合

もかなり高 くなっていた。後述するが,シ ュレッダーを

導入 したことが,可 燃 ごみを増やし環境負荷を大きくす

る要因となっている。F社 では1995年 に使用 していた

再生紙をすべて上質紙に切 り替えてしまっており,環 境

負荷の数値に大 きな影響を与えていた。また,ご みの量

も若干増加 していた。G社 では徐々にではあるが上質紙

から再生紙への切 り替えが進められていた。紙の使用量

およびごみの総量 も減少 していた。D・E・F社 で上質

紙を用いていた理由として,「 上質紙の方がまとめて安

く納品されている。価格さえ問題なければ再生紙にして

もよい。(D社)」 「全 く意識 していなかった。今後再生

紙を用いるよう考慮 してみる。(E社)」 「在庫がたくさ

んあるので現在は上質紙を用いている。(F社)」 という

答えが返ってきた。各社の事情もあるが,今 後再生紙に

切り替わることが望まれる。

表4に うら紙発生量 ・使用量やシュレッダー処理量の

割合などを示 した。C社 では従業員一人あたりのコピー

用紙使用量は3割 減少 し,う ら紙の発生率 ・使用率はと

もに増加 していた。 うら紙の利用による紙の節約が定着

されてきていることがわかる。 しか し,シ ュレッダー処

理の割合が2倍 以上増加 していた。D社 でも従業員一人

あたりのコピー用紙使用量は1割 減少 し,う ら紙の発生

率 ・使用率はともにやや増加 していたが,シ ュレッダー

処理の割合は10倍 近 く増加 していた。シュレッダー処

理せずに分別 し再資源化を行 うことは環境負荷削減に

とって効果的であるので,こ のシュレッダー処理の割合

は低 く保つべきである。E社 では従業員一人あたりのコ
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表35社 の導入 ・送出部における内訳 (単位:g)

(各社 と も1995年 と1997年 における5日 間の測定 デー タ)

表45社 のうら紙 ・シュレッダー処理に関する内訳

(各社 とも1995年 と1997年 にお ける5日 間 の測定 データ)

ピー用紙使用量は6割 ほど増加 し,う ら紙の発生率 ・使

用率はともに低下 していた。 コピー用紙の使用量を減 ら

す ことは,資 源の節約 という点で最 も基本的かっ重要で

あるので,従 業員一人一人がこの数値を意識 して節約 し

ていくことが大切である。さらにシュレッダーの導入に

より処理の割合が急増 した。 このことにより環境負荷量

は大きく変化 していた。F社 はコピー用紙の使用量が大

幅に減少 したため,一 人あたりの使用量は十分の一以下

に減少 した。うら紙発生の総量はあまり変化がなかった

が,コ ピー用紙総使用量の減少のため率は増加 した。 う

ら紙使用率は低下 し,E社 同様シュレッダー導入による

処理量の増加があったので,そ の点で も環境負荷量に大

きな変化が生 じた。G社 は従業員一人あたりのコピー用

紙使用量は4割 ほど減少 し,う ら紙発生率と使用率には

あまり変化はなかった。シュレッダー処理の割合は2割

ほど低下 していた。負荷削減の方向に向かっている。

3.5う ら紙発生量とシュレッダー処理量との相関

1995年 の8社 と1997年 の5社 におけるうら紙発生率

と可燃 ごみ中のシュレッダーごみの割合との関係を図2

に示した。図からわかるように,シ ュレッダー処理量の

割合が高いとうら紙の発生率は低 くなり,う ら紙発生率

が高いとシュレッダー処理の割合が低 くなるという傾向

が見 られた。 また,今 回のE・F社 のように,シ ュレッ

ダーの導入によって系内の紙の循環は大きく影響をおよ

ぼされる。 シュレッダーは多くの企業で導入されている

が,「 必要以上にシュレッダー処理せず,可 能な限り分

別資源化を行 う」 という明確な目標と社員一人一人の意

識がない限り,シ ュレッダーにかけなくてもよい紙まで

かけてしまうという傾向がある。E・F社 で可燃 ごみの

割合が大 きく増加 したことからもわかる。企業において

「情報の保護」 というものは重要であり,多 くの企業を

調査 していく中で,「 コス トの点 さえク リアするならば

シュレッダーを積極的に導入 したい」 と考えている企業

がほとんどであることがわかった。 しかし,た とえ導入

したとしても,環 境負荷削減において,処 理を行 うか行

わないかの線引きを明確化することは環境マネジメン,ト

システムの点でも重要である。さらには一部で運用され

ている機密書類専用の回収システムを利用することも有

効とされる。
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図2う ら紙発生率と可燃 ごみ中のシュレッダーごみの割合との関係

表55社 のCO2発 生 ・削減量に関する内訳 (kg-CO2/年)

3.6CO,発 生 に関するLCA計 算

企業が紙類を使用 ・廃棄することにより,ど れだけ環

境に負荷を与えているのか,ま たどれだけ環境への負荷

を削減できるのかを評価 ・検討するために,前 報6)と同

様にLCA計 算 を行 った。1995年 の調査 と同様,「 紙を

1ton消 費 することにより,上 質紙では2.1ton,古 紙

混入率80%の 再生紙では1.4ton,廃 棄 においては1.7

tonのCO2が 発生する7)」という計算結果を利用 して影

響分析および改善分析を行った。

3.7各 オ フィスにおけるCO,発 生 ・削減量の経年変

化

環境収支簿記を基に各オフィスにおける環境パフォー

マンス評価を行い,各 社の1年 あたりのCO,発 生 。削

減量を数値化したものを表5に 示した。「取 り組み無し」

とは,コ ピー用紙はすべて上質紙を用い,う ら紙は利用

せず,ご みは分別せずすべて可燃ごみとして捨てる,と

いう状態である。 そして 「3つ の取り組み」 とは,コ

ピー用紙はすべて古紙混入率80%の 再生紙を用い,使

用されるコピー用紙の20%を うら紙で代用し,資 源 ご

みの分別を徹底 して行 う,の3つ である。各項目につい

ての説明は前報fi)を参照されたい。
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C社 は,「 資源化分別による既削減量(d)」 が低下 し

ていたが,コ ピー用紙をすべて再生紙に切 り替え,う ら

紙の利用 も促進されたため,全 体の 「取 り組み達成率

(o)」 は1995年 とほぼ同 じであった。すべて再生紙に

切 り替えたことは,シ ステムの改善効果によるものであ

る。さ らに,コ ピー用紙使用量の減少 によりCO,の

「総発生量(e)」 自体 も減少 していた。C社 は5社 のう

ち唯一 「再生紙使用」「うら紙利用」「資源化分別」の3

つ の取 り組みすべてを行 っているオフィスであり,取 り

組み達成率の経年比較を行 ってみても,2年 後 も取 り組

みが安定 して行われていることがわかる。(f)(g)(h)

の数値から,今 後の取 り組みとして 「資源化分別(h)」

が有効である。

D社 は,量 的には少ないが 「うら紙利用による既削減

量(c)」 が1995年 と比べて倍以上に増えたことと,「 資

源化分別(d)」 を より行 った結果,「 取 り組 み達成率

(o)」 が1割 強上昇 した。 また,D社 でもCO2の 「総発

生量(e)」 は減少 しており,2年 後 も取 り組みが安定 し

て行われていることがわかる。

E社 は,シ ュレッダーの購入により,不 要になったコ

ピー用紙が うら紙として使われる前に裁断され,さ らに

今まで資源ごみとして出されていた紙がシュレッダー処

理され可燃 ごみとして出されたことにより,「 うら紙利

用(c)」 と 「資源化分別(d)」 による削減率は半分ほ

どに減少 し,「取 り組み達成率(o)」 も半減 した。前述

したように,シ ュレッダーの導入によって系内の紙の循

環は大きく影響をおよぼされる。 コピー用紙使用量の増

加によりCO,の 「総発生量(e)」 自体 も増加 しており,

環境マネジメントシステムの改善が必要とされる。

F社 は,「 再生紙使用(b)」 をやめたほか,シ ュレッ

ダー購入 により 「うら紙利用(c)」 もあまり行われな

かったので,「 取 り組み達成率(o)」 は3分 の1に 低下

した。E社 同様,大 きく変化のあったオフィスである。

G社 は,ま だ 「取り組み達成率(o)」 は低いが,「 う

ら紙利用(c)」 のほかに,取 り組みの改善として今回か

ら 「再生紙使用(b)」 を行 っていくことになった。 コ

ピー用紙使用量の減少によりCO,の 「総発生量(e)」

自体も減少 しており,環 境マネジメントシステムが適切

に運用されていることがわかる。

3.8各 オフィスにおける取 り組み達成率の比較

図3に,各 オフィスにおける取り組み達成率の経年変

化を示 した。5社 の比較を行うと,大 きく分けて2つ の

グループができる。一方は,取 り組み達成率が若干上昇

したC・D・Gの3社,他 方は,逆 に取り組み達成率が

低下 したE・Fの2社 である。上昇 したグループのC・

図3各 社の取り組み達成率の経年変化

D・G社 では,環 境負荷削減に対する社内の姿勢がほぼ

確立されていることがわかる。低下 したグループは,ど

ちらも前回の結果は高い数値であったはずであるのに,

今回 シュレッダーを導入 したρ再生紙の使用をやめたり

したため,系 内の紙の流れが大幅に変化 し,環 境負荷を

低減することができなかった。今後再び環境マネジメン

トシステムを構築 し,社 員一人一人に意識を持たせるこ

とによって,再 び取 り組み達成率を上昇させることが必

要である。

4.ま と め

小規模オフィス5社 において継続環境パフォーマンス

評価を行い,そ の結果を以下にまとめた。

1)企 業にとって本研究のような実態実測調査は,

業務の妨げや部外者の存在などデメ リットが大 き

いのであるが,こ のような調査に積極的な企業が

存在することは地球環境保全 に正の効果を もたら

す ことが期待される。5社 もの企業で再調査を行

えたことは価値のあることであった。

2)継 続調査を行 うにあたって,継 続調査を承諾 し

た5社 は前回の調査結果で環境負荷削減の取 り組

み達成率が高 く,非 承諾の3社 は取 り組み達成率

が低いという傾向が見 られた。環境マネジメント

システムを作るまでには至 っていない企業 にとっ

て も,低 負担な調査による取 り組み達成率の数値

化は有効であり,シ ステム作 りへのステップとな

りえるであろう。

3)シ ュレッダー処理の割合が高いオフィスでは,

う ら紙発生率が低 くなっていた。これは1995年 度

の調査と同 じ結果であった。

4)各 オフィスの取り組み達成率に関する1995年 と

1997年 との比較では,取 り組み達成率がやや上昇

したオフィスが3社,半 減 したオフィスが2社 で
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あった。 半減 したオフィスでは,シ ュレッダーを

導入するなど系内の紙の流れに大きな変化があっ

たため,焼 却ごみとして廃棄 される紙が増加 し環

境負荷も増大 した。シュレッダーは企業 にとって

必要不可欠なものとなっているが,シ ュレッダー

処理する必要のないコピー用紙をきちんと資源ご

みとして出すためのシステムが必要である。

5)調 査の負担および数値の精度に関 して,低 負担

で精確に測定できるのは,「 コピー用紙の使用量」

といった一 日一一度一人が測定すればよい項 目が限

度であった。 今後,調 査項目を必要最小限度に抑

え,既 存のデータも活用することにより,オ フィ

スの負担が減 り本研究の調査に積極的な企業が増

加するものと期待される。

6)本 研究による紙類の調査は,ISO14001の 視点

か ら見ると,限 られた範囲,限 られた項目,限 ら

れた期間における基礎的な評価であるが,大 部分

の小規模オフィスにおいて経営的に実行可能であ

り,な おかつ取 り組みを行い客観的に評価できる

という点で,ISO14001と 同様に有効な ものであ

ることがわかった。
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Abstract

ISO 14001 attestation is easy for large scale offices to obtain, but due to the costs involved and the 
limited number of staff, introduction by small scale offices is very difficult . Some means for 
environmental performance evaluation for small scale offices is therefore necessary . In this study, a 
request to conduct a continuing investigation was made to eight offices which received evaluation in 
1995, and in 1997 an easy environmental performance evaluation was carried out on five of the offices 
which agreed. When evaluated in 1995, the five offices which agreed to the 1997 evaluation showed a 
high level of achievement in their efforts to reduce the burdens on the environment , while the three 
offices which did not agree to the 1997 evaluation showed a low level of achievement . Offices with a 
high rate of paper shredding demonstrated a low rate of single-sided paper production. Two offices 
showed a 50% reduction in the rate of achievement, resulting from the introduction of a paper 
shredder. In consideration of investigation load and accuracy , investigation items were limited to a 
number which could by measured at one time by one person in one day to insure accurate measure-
ment without undue burden. The system for easy evaluation of environmental performance which 
was carried out in this research enabled numerical evaluation of the environmental achievements of 
each office with a low investigation load, and was shown to be effective for small scale offices which 
are unable to receive ISO 14001 attestation.

Key Words : small scale offices, low investigation load (easiness), environmental performance evalua-
tion, continuing investigation, IS014001
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